
独立行政法人自動車事故対策機構（法人番号9010005006883）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

監事

監事（非常勤）

  ②  令和２年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和２年度における改定内容

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

当法人は、自動車の運行の安全の確保に関する事項を処理する者に対する指導及び講習、自動
車事故による被害者に対し、その身体的又は財産的被害の回復に資する支援等を行うことにより、自
動車事故の発生の防止に資する業務等を行っている。その業務内容の公共性の高さに鑑み、役員報
酬水準について独立行政法人通則法第50条の２第３項の規定の趣旨を踏まえ、当法人の業務実績
を考慮し、役員の職責に応じて国家公務員の給与水準を参考としている。
○本府省局長年間報酬額・・・17,804,000円（人事院「給与勧告の仕組みと本年の勧告のポイント」に

おける令和２年度勧告後の報酬額）

特別手当（賞与）について、業績評価の結果を勘案の上、特別手当の算定基礎額にその役員の職
務実績に応じて100分の10の範囲内で理事長が定める割合を乗じて得た額を支給することができると
している。

役員報酬支給基準は、月額及び特別手当から構成されている。
月額については、独立行政法人自動車事故対策機構役員報酬規程（以下「役

員報酬規程」という。）に則り、理事長の本俸（886,000円）に、特別地域手当
（177,200円）及び通勤手当を加算して算出している。特別手当についても、役員
報酬規程に則り、特別手当基準額（本俸＋特別地域手当＋本俸×100分の25＋
本俸及び特別地域手当の月額に100分の20を乗じて得た額の合計に、その者の
職務実績に応じて100分の10の範囲内で理事長が定める割合を乗じて得た額)
に、６月に支給する場合は100分の170、12月に支給する場合は100分の165を乗
じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割
合を乗じて得た額としている。

令和２年度では、一般職の職員の給与に関する法律の一部改正等に準拠し、
令和２年12月支給の特別手当支給率について0.05月分の引下げを実施した。

役員報酬支給基準及び算出方法は、法人の長に記載したものと同じ。
理事の本俸は732,000円、特別地域手当は146,400円としている。
令和２年度では、一般職の職員の給与に関する法律の一部改正等に準拠し、

令和２年12月支給の特別手当支給率について0.05月分の引下げを実施した。

役員報酬支給基準及び算出方法は、法人の長に記載したものと同じ。
監事の本俸は、663,000円、特別地域手当は、132,600円としている。
令和２年度では、一般職の職員の給与に関する法律の一部改正等に準拠し、

令和２年12月支給の特別手当支給率について0.05月分の引下げを実施した。

役員報酬支給基準は、役員報酬規程に則り、非常勤役員手当の月額
235,000円のみとしている。



２　役員の報酬等の支給状況
令和２年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

2,126 （特別地域手当）

94 (通勤手当)

千円 千円 千円 千円

1,757 （特別地域手当）

262 (通勤手当) R2.4.1
千円 千円 千円 千円

1,757 （特別地域手当）

161 (通勤手当) R3.3.31
千円 千円 千円 千円

1,757 （特別地域手当）

121 (通勤手当) R2.4.1
千円 千円 千円 千円

530 （特別地域手当）

0 (通勤手当) R2.7.31
千円 千円 千円 千円

1,061 （特別地域手当）

196 (通勤手当) R2.8.1
千円 千円 千円 千円

注１：「特別地域手当」とは、民間の賃金水準が高い地域に在籍する役員に支給しているものである。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

就任・退任の状況
役名

2,820 0

その他（内容）

Ｃ監事
（非常勤）

4,144

14,806 8,784

A監事

法人の長

A理事

B理事

C理事

前職

5,01617,868

14,947

2,820

5,087 2,652 1,905

4,144

◇

14,846

4,144

0

B監事 7,670 5,304 1,109

10,632

8,784

◇8,784



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　監事

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

理事長は、法人の代表として、その業務を総理し、法人経営に関する最終的な
責任と権限を有するものであるが、そのリーダーシップの下、当法人は自動車の
運行の安全の確保に関する事項を処理する者に対する指導及び講習、自動車
事故による被害者に対し、その身体的又は財産的被害の回復に資する支援等
を行うことにより、自動車事故の発生の防止に資する業務等を担っており、令和
元年度の業務実績に関する評価において中期目標における所期の目標を達成
していると認められるとの評価（Ｂ評価）も得ている。

その報酬水準については、｢令和元年度人事院勧告資料（令和元年8月）参考
資料３役員報酬関係｣による国家公務員の給与等と比較して概ね同水準以下で
あることからも妥当である。
・本府省局長年間報酬額・・・17,804,000円

理事は、理事長を補佐し、当法人が行う自動車の運行の安全の確保に関する
事項を処理する者に対する指導及び講習、自動車事故による被害者に対しその
身体的又は財産的被害の回復に資する支援等を行うことにより、自動車事故の
発生の防止に資する業務を分担し、その所掌事項に関して職員を指揮監督して
いる。その報酬水準については、｢令和元年度人事院勧告資料（令和元年8月）
参考資料３役員報酬関係｣による国家公務員の給与等と比較して概ね同水準以
下であることからも妥当である。

監事は、当法人の業務運営の適正及び効率性並びに会計経理の適正の確
保のため、監査を行っている。

その報酬水準については、｢令和元年度人事院勧告資料（令和元年8月）参
考資料３役員報酬関係｣による国家公務員の給与等と比較して概ね同水準以
下であることからも妥当である。

監事は、当法人の業務運営の適正及び効率性並びに会計経理の適正の確
保のため、監査を行っている。

その報酬水準については、｢令和元年度人事院勧告資料（令和元年8月）参
考資料３役員報酬関係｣による国家公務員の給与及び他の独立行政法人の
非常勤役員報酬と比較して概ね同水準以下であることからも妥当である。

本法人の業務目的は、自動車の運行の安全の確保に関する事項を処理する
者に対する指導及び講習、自動車事故による被害者に対しその身体的又は財
産的被害の回復に資する支援等を行うことにより、自動車事故の発生の防止に
資するとともに、被害者の保護を増進することである。

その業務内容に鑑みれば、Ⅰ-１-①に示された役員報酬水準の設定の考え
方は、国家公務員の給与等を踏まえて定められており、適当である。

また、Ⅰ-２の報酬実績は報酬水準の設定の考え方に即しており、法人の実
績評価結果を鑑みても、法人の検証結果は適当である。



４　役員の退職手当の支給状況（令和２年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

4,595 5 0 R3.3.31 1.0（仮）

千円 年 月

2,497 3 0 R2.7.31 1.0（仮）

注１：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注２：理事及び監事の支給額は、当該役員が在籍した期間の業績勘案率が決定されていない
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　ため、「暫定的な業績勘案率（1.0）」により算出している。

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

理事

理事

法人での在職期間

監事

該当者なし法人の
長

該当者なし監事

法人の
長

判断理由

該当者なし

特別手当（賞与）については、業績評価の結果を勘案の上、特別手当の算定基礎額にその役員の
職務実績に応じて100分の10の範囲内で理事長が定める割合を乗じて得た額を支給することができる
としており、今後も引き続き実施していく。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和２年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

249 40.4 6,692 4,899 139 1,793
人 歳 千円 千円 千円 千円

249 40.4 6,692 4,899 139 1,793
事務・技術

うち所定内
令和２年度の年間給与額（平均）

総額
人員

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

常勤職員

うち賞与平均年齢

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

区分

当法人においては、平成19年から勤務評価制度を導入しており、職員の能力・実績を適正に
評価し、昇給・昇格及び勤勉手当の支給に際して、職員の勤務成績等を考慮することとしてい
る。

当法人は、自動車の運行の安全の確保に関する事項を処理する者に対する指導及び講習、
自動車事故による被害者に対し、その身体的又は財産的被害の回復に資する支援等を行う
ことにより、自動車事故の発生の防止に資する業務などを行っている。その業務内容の公共
性の高さに鑑み、職員給与支給基準については独立行政法人通則法第50条の10第３項の
規定の趣旨を踏まえ、社会一般的な情勢を適合させて決定することとしており、官民給与の
正確な比較を行っている国家公務員の人事院勧告に準拠し、国家公務員の給与水準を考
慮しつつ、職員の給与水準を決定している。

独立行政法人自動車事故対策機構職員給与規程に則り、俸給及び諸手当（扶養手当、地域
手当、広域異動手当、管理職手当、本部業務調整手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、
時間外勤務手当、管理職特別勤務手当、期末手当、勤勉手当、寒冷地手当）としている。

期末手当については、期末手当基準額（俸給＋扶養手当＋地域手当＋広域異動手当）に管
理職加算額及び役職加算額を加算し、６月に支給する場合においては100分の130、12月に支
給する場合においては100分の125を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるそ
の者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基準額（俸給＋地域手当＋広域異動手当）に管理職加算額
及び役職加算額を加算し、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた
割合を乗じ、さらに勤勉手当の支給について別に定める勤務成績に応じた割合を乗じて得た額
としている。

なお、令和２年度では、一般職の職員の給与に関する法律の一部改正等を踏まえ、期末手当
の支給率について0.05月分の引下げを実施した。



② 年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕

　　     注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

③
（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

  本部マネージャー 7 51.6 9,953

  本部スタッフ 5 27.9 4,206

④

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

56.5 56.9 56.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

43.5 43.1 43.3

％ ％ ％

         最高～最低 55.6～22.5 56.5～30.4 55.3～32.4

％ ％ ％

57.1 57.5 57.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 42.9 42.5 42.7

％ ％ ％

         最高～最低 51.0～23.3 49.1～35.3 50.0～33.4

一律支給分（期末相当）

注：「本部マネージャー」は本部課長相当職、「本部スタッフ」は本部係員相当職である。

4,440～4,048

10,616～8,209

一般
職員

一律支給分（期末相当）

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

賞与（令和２年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

分布状況を示すグループ

千円

年間給与額

最高～最低

区分

管理
職員

平均年齢人員
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３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

・年齢勘案　　　　　　　　　　　 105.8
・年齢・地域勘案　　　　　　　　 106.9
・年齢・学歴勘案　　　　　　　　 104.4
・年齢・地域・学歴勘案　　　　 106.5

 【管理職割合】 （機構）35.0%　 （国家公務員） 16.7%

令和２年度対国指数対象職員 249人

うち管理職員数 87人

（機構）83.1%　　　 （国家公務員） 59.4%

令和２年度対国指数対象職員 249人

うち大卒者数 207人

（機構）81.1% （国家公務員） 76.4%

令和２年度対国指数対象職員 249人

うち地域手当支給者数 202人

　　【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合】 77.0％
・ 国からの財政支出額　 11,419百万円

・ 支出予算の総額　 14,848百万円 （令和２年度予算）

　　【累積欠損額】
　　【支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合】 16.9%

・ 給与、報酬等支給総額 2,495百万円
・ 支出総額 14,726百万円 （令和２年度決算）

（法人の検証結果）

（主務大臣の検証結果）

【今後講ずる措置】

３．サービス利用者（自動車運送事業者）が都市部に集中していることから、
効率的に業務を遂行する上で、地域手当の支給対象となる都市部に勤務
する職員の割合が国と比較して高いこと。

 【地域手当支給対象者割合】

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

２．業務遂行上、高度な知見及び専門性が必要であるため、職員採用は大
学卒業者に限定している結果、大学卒業者の割合が国と比較して高いこ
と。
【大学卒業者割合】

（注）国家公務員における数値は、人事院が公表している「令和２年国家公
務員給与実態調査」中、行政職俸給表（一）適用職員（管理職割合につい
ては６級以上）に係るデータに基づいたものである。

１．業務の実施に当たっては、必要最小限の人員配置で対応するため、管
理職自らプレイングマネージャーとして現場業務を行っているが、全国同一
水準のサービスの機会を確実に提供し、サービス受給者との時間的・距離
的な隔たりを小さくすることが必要との理念のもと、全国に５０支所を設置し
て業務を行っている結果、管理職員の割合が国と比較して高いこと。

対国家公務員
指数の状況

講ずる措置

内容項目

　給与水準の妥当性の
　検証

当法人は自動車の運行の安全の確保に関する事項を処理する者に対する
指導及び講習、自動車事故による被害者に対しその身体的又は財産的被
害の回復に資する支援等を行うことにより、自動車事故の発生の防止に資
する業務などを行っている。
　その報酬水準についてはⅡ-１-①で記載したとおり、国家公務員の給与
水準を考慮しており、Ⅱ-２の結果は上記を踏まえた給与実績となっており
妥当である。

　本法人の業務目的は、自動車の運行の安全の確保に関する事項を処理
する者に対する指導及び講習、自動車事故による被害者に対しその身体
的又は財産的被害の回復に資する支援等を行うことにより、自動車事故の
発生の防止に資するとともに、被害者の保護を増進することである。
　その業務内容に鑑みれば、Ⅱ-１-①に示された給与水準の設定の考え方
は、国家公務員の水準を踏まえて定められており、適当である。
　また、Ⅱ-２の給与実績は給与水準の設定の考え方に即しており、法人の
検証結果は適当である。

　・今後も、引き続き、国に準じた適正な給与水準の維持を図るよう取組む。



４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

3,482,055

410,913

2,496,060

3,381,073

2,498,120

156,641

441,701

416,122

3,512,584

給与、報酬等支給総額
2,494,581

区　　分

134,412

429,249

415,364

2,503,030

62,498

453,497

414,129

3,424,705

退職手当支給額

注：中期目標管理法人のため中期目標期間の開始年度から当該年度までを記載している。

最広義人件費

非常勤役職員等給与

福利厚生費
394,289

79,811

○22歳（大卒初任給）
月額 224,940円 年間給与 3,326,145円

○35歳（本部チーフ）
月額 370,260円 年間給与 6,079,243円

○50歳（本部アシスタントマネージャー）
月額 514,380円 年間給与 8,501,014円

※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円、子１人につき10,000円）
を支給。

当法人においては、平成19年から勤務評価制度を導入しており、職員の能
力・実績を適正に評価し、昇給・昇格及び勤勉手当の支給に際して、職員の
勤務成績等を考慮することとしており、引き続き実施していく。

１）給与、報酬等支給総額の対前年度比 0.1%減
・ 一般職の職員の給与法の一部改正等を踏まえ、令和２年12月に支給する役員の賞与を0.05月分及び職

員の賞与を0.05月分引下げるとともに、新規職員の積極的な採用による新陳代謝の効果により、給与・報酬
等支給総額が減少した。

２）最広義人件費の対前年度比 2.5%減
・令和２年12月に支給する役職員の賞与を0.05月分引き下げたことによる給与・報酬等支給総額の減少、

また、自己都合退職者の減少に伴う退職手当支給額の減少等により、最広義人件費が減少した。

３）「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議決定）に基づき、平成30年1月
から以下の措置を講じている。

役職員の退職手当について、退職手当の基本額に乗じる調整率の引下げを実施。
・ 役員に関する講じた措置の概要：調整率を「100分の10.875（＝12.5/100×87/100）」から「100分の

10.4625（＝12.5/100×83.7/100）」に引下げ。
・ 職員に関する講じた措置の概要：調整率を「100分の87」から「100分の83.7」に引下げ。



Ⅳ　その他

特になし。


